
人事院は本日15時から内閣総理大臣及び衆参両院議長に2013年の給与改定等に係る報告を行った。
なお、再任用者の給与制度については、官民の状況が把握できないことを理由に具体的な措置の提案は見送られている。

　人事院報告のポイントは以下の①～④のとおり。

①　月例給は減額前の官民格差は極めて小さく水準改定なし

・月例給の較差について、給与改定・臨時特例法に基づく給与減額支給措置による減額前の較差を算出し、併せて減額後の較差も算出
・減額支給措置は民間準拠による改定とは別に東日本大震災に対処するため、本年度末までの間、臨時特例として行われているものであることを踏まえ、昨年同様、減額前の較差に基づき給与改定の必要性を判断
・減額前の較差（0.02％）が極めて小さく、俸給表等の適切な改定が困難であることから、月例給の改定は見送り

②　一時金は民間と均衡しており改定なし
・給与改定・臨時特例法に基づく給与減額支給措置が行われていることを勘案

③　給与制度の総合的見直しの検討
民間の組織形態の変化への対応
　部長、課長、係長等の間に位置付けられる従業員についても来年から官民比較の対象とする方向で検討
地域間の給与配分の在り方
　地域の公務員給与が高いとの指摘。地域における官民給与の実情を踏まえ、更なる見直しについて検討
世代間の給与配分の在り方
　地域間給与配分の見直しと併せて、民間賃金の動向も踏まえ、50歳台、特に後半層の水準の在り方を中心に給与カーブの見直しに向けた必要な措置について検討
　職務や勤務実績に応じた給与
　　ア）人事評価の適切な実施と給与への反映

　人事評価の適切な実施が肝要。昇給の効果の在り方等について検討
イ）技能・労務関係職種の給与の在り方
業務委託等により行政職(二)職員の削減が一層進められることが必要。直接雇用が必要と認められる業務を担当する職員を念頭に民間の水準を考慮した給与の見直しを検討
ウ）諸手当の在り方
　公務の勤務実態や民間の手当の状況等を踏まえ必要な検討

④　配偶者帯同休業制度の意見の申出
公務において職員の継続的な勤務を促進するため、配偶者の外国での勤務等に伴い、配偶者と生活を共にすることを可能とする休業制度（配偶者帯同休業制度）を創設する。
-----------------------------------------------

今回の人事院報告に対して、公務員連絡会は「給与制度の総合的見直し検討の報告は、地域や高齢層の組合員に痛みを伴った給与構造改革が完了してようやく２年を経たにすぎない今日において、拙速の誹りを禁じ得ない。地域間の配分については昨年検証を終えたばかりであるにもかかわらず、新たな比較方法を持ち出して較差を編み出したその手法は恣意的という他ない」とした声明を発表した。そして、地方公務員の給与については「各人事委員会勧告への対応に万全を期すとともに、国による削減要請・強制に対し、引き続き、自治体交渉と９月議会に向けた取り組みを強化していかなければならない」と決意を明らかにした。
また、自治労も公務員連絡会と同様な見解を示し、2013自治体確定闘争を「産別統一闘争の再構築」の契機と位置づけ、統一行動への結集と全単組での「要求－交渉－妥結（書面化・協約化）」の交渉サイクルの確立をめざし、賃金闘争を強化していくとの決意を示した。
こうした声明を踏まえて、網走地方本部全単組総支部においては、人事院報告の概要を時間外職場集会や教宣で周知し、たたかう意志統一をしよう。
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